
様式第１号
                              　　                    　第　　　　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　山梨県知事　　　　　　　殿　
                                         住　　　所　
                                         法人の名称　
                                         代表者氏名　　　　　　　　　　　印
                                         ＴＥＬ
　　令和元年度中小企業生産性向上促進事業費補助金交付申請書
　このことについて、別紙事業計画書のとおり事業を実施したいので、中小企業生産性向上促進事業費補助金交付要綱第４条第１項の規定により、関係書類を添えて補助金の交付を申請します。
      １　交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
２　申請者調書

（様式第１号の２）
　　　３　事業計画書　

（様式第１号の３）
４　収支予算書　

（様式第１号の４）
５　誓約書


（様式第１号の５）
６　同意書


（様式第１号の６）
　　　７　その他添付書類
　　　　　　
様式第１号の２
申　請　者　調　書
	企　業　名
	

	業　種
	

	代　表　者
	役職・氏名
住所　〒
電話　　　　　　　　　ﾌｧｯｸｽ

	主たる事務所の所在地
事務担当者
連絡先
	住所　〒
電話　　　　　　　　　ﾌｧｯｸｽ
＜連絡者＞

役職・氏名
Ｅメール

	設立年月日
	年　　月　　日

	資　本　金
	

	従業員数
	

	ＨＰ
	URL:

	活動実績・
内容
	　　　　年度
	　　　　年度
	　　　　年度

	
	
	
	


※補助金交付申請者の概要をご記入ください。

※事業内容がわかるパンフレット・チラシ等、直近の決算資料（損益計算書及び貸借対照表等）を添付してください。
様式第１号の３
事　業　計　画　書

	補助区分
	ＩｏＴ導入トライアル事業

	事業実施の背景・

必要性
	※自社を取り巻く業況や新たな取り組みの必要性を具体的に記入すること


	事業実施に至る
課題
	※自社の抱える課題を具体的に記入すること


	事業の具体的な
内容
	※IoTの技術を用いて何を「見える化」するのか具体的に記入すること


	事業実施により

期待される効果
	

	事業実施予定
	※記載例

IoT機器導入　　　　　年　　月

データ取得　　　　　 年　　月～　　　年　　月


※本事業により導入する機械装置・器具等の見積書及び規格が分かるカタログ等を添付してください。

※用紙が足りない場合は適宜追加してください。
※参考となる資料がある場合は添付してください。

様式第１号の４
収　支　予　算　書
○収入の部                                               　　　　　　単位：円
	区　分
	補助事業に
要する経費
	積算内訳
	備　　考

	県補助金
	
	
	

	自己資金
	
	
	

	その他
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　計
	
	
	


○支出の部                                             　　　　　    単位：円
	区　分
	補助事業に
要する経費
	積算内訳
	補助金充当額
	備　　考

	機械装置・
器具等購入費
	
	
	
	

	委託費
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


※収入、支出の各区分に従って記載して下さい。
様式第１号の５
誓　　約　　書
私は、下記の事項について誓約します。
なお、県が必要な場合には、山梨県警察本部に照会することについて承諾します。
また、照会で確認された情報は、今後、私が県と行う他の契約等における身分確認に利用することに同意します。
記
１　自己又は団体の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。
（１） 暴力団 （暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
（２） 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
（３） 自己、団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者
（４） 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者
（５） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
（６） 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が上記（１）から（５）までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結している者
２　１の（２）から（６）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人ではありません。
　　年　　月　　日
　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　〔 法人、団体にあっては事務所所在地 〕
住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　
　　　　　　 　　　　　 〔 法人、団体にあっては法人・団体名、代表者名 〕
（ふりがな） 

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　       　㊞ 

生年月日　（明治・大正・昭和・平成）　　年　　月　　日
様式第１号の６

同　　意　　書
本事業による成果を他の県内中小企業と共有し普及させるため、下記事項について同意します。
１　ＩｏＴ等の導入により取得したデータについて、県へ定期的に提供するとともに、県がそれを活用すること。
２　本事業による生産性向上の成果について、県へ定期的に報告するとともに、自らも積極的に公表すること。また、他の県内中小企業からの問い合わせ等にも真摯に対応すること。
　　年　　月　　日
　　　　　　　殿
                                   住　　　所　
                                   法人の名称　
                                   代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印
                                   ＴＥＬ
様式第２号
                                                    　第　　　　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　殿　
                                        　　　　山梨県知事　　　　　　　印
　　　　年度中小企業生産性向上促進事業費補助金交付決定通知書
　　　　　年　　月　　日に申請のあった中小企業生産性向上促進事業費補助金については、中小企業生産性向上促進事業費補助金交付要綱第５条第１項の規定により、次のとおり交付することに決定したので、通知します。
１　補助金の交付の対象となる事業は、　　　　年　　月　　日付けで申請のあった事業とし、その内容は交付申請書記載のとおりとする。
２　補助事業に要する経費及び補助金の交付決定額は、次のとおりとする。

補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　円
補助金の交付決定額　　　　　　　　　　　　円
３　補助事業に要する経費の配分は、前記交付申請書記載のとおりとする。
４　補助金の交付の条件は次のとおりとする。
（1） 補助事業の内容又は補助事業に要する経費の配分を変更する場合は、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。ただし、次に掲げる軽微な変更についてはこの限りではない。
ア　補助対象経費の各費目相互間におけるいずれか低い額の２０％以内の経費の配分の変更
イ　補助事業の目的の達成に支障がなく補助金の増額を伴わない事業計画の細部の変更
（2） 補助事業を中止し、又は廃止する場合は、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。
（3） 補助事業が予定の期間内に完了する見込みのない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに知事に報告してその指示を受けなければならない。
（4） 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、知事が別に定める期間中においては、知事の承認を受けないで、補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。
５　補助金の交付の条件等に違反した場合の措置
（1） 次のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消す場合がある。
ア　法令、本要綱又は法令若しくは本要綱に基づく知事の処分若しくは指示に違反したとき

イ　補助金を本事業以外の用途への使用をしたとき
ウ　補助事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為をしたとき

エ　交付決定後生じた事情の変更等で、補助事業の全部又は一部を継続する必要がなくなったとき

オ　暴力団又は暴力団員と密接な関係を有していたとき
（2） 補助金の交付決定を取り消した場合、補助事業等の当該取り消しに係る部分に関し、既に補助金等が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずる。
（3） 交付決定の取り消しに関し、補助金の返還を命ぜられたときは、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額につき年10.95%の割合で計算した加算金を県に納付しなければならない。
（4） 補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、第１項（１）のエに規定する場合を除き、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年10.95%の割合で計算した延滞金を県に納付しなければならない。
６　補助事業が、補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に従って遂行されているか確認するため、補助事業の遂行状況について報告させることがある。
７　補助事業が完了した日若しくは廃止の承認を受けた日から起算して１箇月を経過した日又は翌年４月１０日のいずれか早い期日までに、補助事業の成果を記載した補助事業実績報告書に別に定める書類を添えて知事に報告しなければならない。
８　補助事業に係る帳簿及び証拠書類は、補助事業終了年度の翌年度から起算して５年間、整備保管しておかなければならない。
　
様式第３号
　　                                                  　第　　　　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　山梨県知事　　　　　　　殿　
                                         住　　　所　
                                         法人の名称　
                                         代表者氏名　　　　　　　　　　　印
                                         ＴＥＬ
　　　　年度中小企業生産性向上促進事業費補助金事業変更承認申請書
　　　　　年　　月　　日付　　　　第　　　　　号で交付決定のあった補助事業について、次のとおり変更したいので、中小企業生産性向上促進事業費補助金交付要綱第６条第１号の規定により、次のとおり申請します。
　１　変更の理由
　２　変更の内容
※交付申請の添付書類に準じて、変更前と変更後の内容が分かる書類を添付すること。
様式第４号
　　                                                  　第　　　　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　山梨県知事　　　　　　　殿　
                                         住　　　所　
                                         法人の名称　
                                         代表者氏名　　　　　　　　　　　印
                                         ＴＥＬ
　　　　年度中小企業生産性向上促進事業費補助金事業中止・廃止承認申請書
　　　　　年　　月　　日付　　　　第　　　　　号で交付決定のあった補助事業について、次のとおり事業を中止・廃止したいので、中小企業生産性向上促進事業費補助金交付要綱第６条第２号の規定により、次のとおり申請します。
　１　中止・廃止の理由
　２　中止・廃止年月日
※参考となる書類を添付すること。
様式第５号
　　                                                  　第　　　　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　山梨県知事　　　　　　　殿　
                                         住　　　所　
                                         法人の名称　
                                         代表者氏名　　　　　　　　　　　印
                                         ＴＥＬ
　　年度中小企業生産性向上促進事業費補助金実績報告書
　　　　　年　　月　　日付　　　　第　　　　　号で交付決定のあった補助事業について、中小企業生産性向上促進事業費補助金交付要綱第８条第１項の規定により、次のとおり報告します。
  １　事業報告書

（様式第５号の２）
  ２　収支決算書

（様式第５号の３）
３　その他添付書類
　

様式第５号の２
事　業　報　告　書

	法人名
	

	補助区分
	※「ＩｏＴ導入トライアル事業」または「ＩｏＴ導入モデル事業」のいずれかを記入すること


	事業の実施状況
	※IoTの技術をどのように活用したかを具体的に記入すること


	事業の成果
	※IoTの技術を用いて、「IoT導入トライアル事業」については何が「見える化」されたのか、「IoT導入モデル事業」についてはどのように生産性向上が図られたのか（定性的、定量的）を具体的に記入すること



	今後の課題と

取り組み予定
	※今後の経営課題解決に向けた取り組み予定を具体的に記入すること

	事業実施期間
	※記載例

IoT機器導入　　　　年　　月

データ取得　　　　 年　　月～　　　年　　月


※本事業により導入した機械装置・器具等のシステム構成図等（システムの全体像が分かるもの）を添付してください。

※用紙が足りない場合は適宜追加してください。
※取得したデータの提供や成果の公表等については、別途依頼させていただきます。

様式第５号の３
収　支　決　算　書
○収入の部                                               　　　　　　単位：円
	区　分
	交付決定額
	決算額
	備　　考

	県補助金
	
	
	

	自己資金
	
	
	

	その他
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　計
	
	
	


○支出の部                                             　　　　　    単位：円
	区　分
	交付決定額
	決算額
	補助金充当額
	備　　考

	機械装置・
器具等購入費
	
	
	
	

	委託費
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


※「決算額」欄は、具体的な支出内容（品目名等）、数量及び価格が分かるように記載してください。
※領収書等の支出内容が分かる資料を必ず添付してください。
様式第６号
        　　                                          　第　　　　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　殿　
                                        　　　　　山梨県知事　　　　　印
　　　　年度中小企業生産性向上促進事業費補助金の額の確定通知書
　　　　　年　　月　　日付けで実績報告のあったこのことについては、中小企業生産性向上促進事業費補助金交付要綱第９条の規定により、次のとおり補助金の額を確定します。　　　
確　定　額　　　　　　　　　　　　円
様式第７号
年　　月　　日
　山梨県知事　　　　　　　殿　
                                         住　　　所　
                                         法人の名称　
                                         代表者氏名　　　　　　　　　　　印
                                         ＴＥＬ
　　　　年度中小企業生産性向上促進事業費補助金請求書
このことについて、次のとおり請求します。
１  精算払請求額　　　　　　　　　　　　　　　円
	交付確定額
	概算払受領額
	今回請求額

	金　　　　　　　円
	金　　　　　　　円
	金　　　　　　　円


２　支払方法
	口座振替
	振込先金融機関名
	

	
	口座の種別・番号
	当座　・　普通　№

	
	（フリガナ）
	

	
	口座名義
	


様式第８号
                　                                    　第　　　　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　山梨県知事　　　　　　　殿　
                                         住　　　所　
                                         法人の名称　
                                         代表者氏名　　　　　　　　　　　印
                                         ＴＥＬ
　　　　年度中小企業生産性向上促進事業費補助金概算払請求書
　　　　　年　　月　　日付　　　　第　　　　　号で交付決定のあった中小企業生産性向上促進事業費補助金について、次のとおり概算払いの請求をいたします。
　１　概算払請求額　　　　　　　　　　　円
	補助金交付
決定額①
	既概算
交付額②
	差引額
①－②＝③
	今回概算
請求額④
	備　　考

	
	
	
	
	


  ２　概算払請求の理由
  ３　支払方法
	口座振替
	振込先金融機関名
	

	
	口座の種別・番号
	当座　・　普通　№

	
	（フリガナ）
	

	
	口座名義
	


様式第９号
                　                                    　第　　　　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　山梨県知事　　　　　　　殿　
                                         住　　　所　
                                         法人の名称　
                                         代表者氏名　　　　　　　　　　　印
                                         ＴＥＬ
　　　　年度中小企業生産性向上促進事業費補助金に係る財産処分申請書
　　　　　年度中小企業生産性向上促進事業費補助金により取得した財産を処分したいので、中小企業生産性向上促進事業費補助金交付要綱第１１条第２項の規定により申請します。
１　処分しようとする品目
	
	品目名
	数　量
	取得年月日
	取得価格
	時価相当額

	
	
	
	
	
	


２　処分の方法
３　処分の理由

　※年度は、補助事業を実施した年度を記入すること。
　※「処分しようとする品目」の「数量」及び「取得価格」は、様式第５号の３収支決算書に記載の当該品目に係る数量及び価格と一致すること。
　※「時価相当額」は、当該品目の一般的な評価方法により算出すること。
　※「処分の方法及び理由」は、具体的に記入すること。
様式第１０号
                　　                                  　第　　　　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　山梨県知事　　　　　　　殿　
                                         住　　　所　
                                         法人の名称　
                                         代表者氏名　　　　　　　　　　　印
                                         ＴＥＬ
　　　　年度消費税仕入税額控除適用報告書
　　　　　年　　月　　日付　　　第　　　　　号により交付決定及び確定通知があった中小企業生産性向上促進事業費補助金について、中小企業生産性向上促進事業費補助金交付要綱第１２条第１項の規定に基づき、次のとおり報告します。
　１　補助事業者名　
　２　補助金確定額　　　　　　　　　　　　円
（　　　　年　　月　　日付　　　第　　　　　　号による確定通知額のうち該当額）
　※その他参考となる資料を添付してください。
IoT導入ﾄﾗｲｱﾙ事業








